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主な利水者の状況
工業用水道

・大阪臨海工業用水道
大口需要者の撤退に伴い平成１５年度末で廃止を予定
（議会答弁）
・大阪府営工業用水道
事業規模を縮小の方向で見直し中（議会答弁）
・尼崎市工業用水道
事業規模の縮小について、工業用水道事業法第６条に基づく
変更届出承認済み（Ｈ１３）
・大阪市営工業用水道
事業規模を縮小の方向で見直し中（議会答弁）



主な利水者の状況
水道事業
・大阪府営水道 【第７次拡張事業】
平成１３年に計画給水量を日量２６５万m3から２５３万m3に見直している
（目標年Ｈ２２、区域拡大含む）
淀川で２３万m3／日の水源確保を計画
・阪神水道企業団 【第５期拡張事業】
平成１２年に事業計画を変更し、計画給水量を日量１２８．９９万m3としている

（目標年次Ｈ１７→Ｈ２３）
淀川で１３．８万m3／日の水源確保を計画
・京都府営水道 【京都府水道用水供給事業】
現計画は、全体で計画給水量を日量２３．６８万m3で計画されている

将来需要については精査中
・三重県水道 【伊賀水道用水供給事業】
平成１０年から伊賀水道供給事業を実施し、計画給水量を日量４．８５万m3としている

（目標年次Ｈ３０）
安定供給のため、淀川水系木津川で５．１８４万m3／日の新規水源確保を計画
・奈良県水道 【奈良県長期水需給計画】
平成１３年に事業計画を変更し、計画給水量を日量１０５万m3から９４万m3としている

（目標年次Ｈ２２→Ｈ４１）。
安定供給のため、淀川水系木津川で２．５９２万m3／日の新規水源確保を計画























大阪府営水道事業の需要
②大阪府の将来人口の根拠

給水人口は、『（行政区域内人口－府営水が導入されない
簡易水道の給水区域内人口）×水道普及率』で算出。

・府営水道が導入されていない簡易水道の給水区域内人口

平成１１年度末：約 19,000 人
平成２２年度末：約 3,600 人

・水道普及率

平成１１年度： 99.8 ％ （大阪府の水道の現況より）
平成２２年度： 100 ％

利水者が現在有している計画の内容を示したものであり 河川管理者が利水者に成り代わり説明









大阪府営水道事業の需要

「大阪府主要プロジェクト集(H8.3)」、事業体ヒアリング結果
や最近の動向などを踏まえ、業務営業用水としての需要が
見込まれる事業を抽出。

④新規都市開発による水量増分の根拠

利水者が現在有している計画の内容を示したものであり 河川管理者が利水者に成り代わり説明



















《阪神水道企業団概要》

●水道用水供給事業

・水道水の製造、卸売り業（水道法）（地方
公営企業法）

●淀川を水源とする水道を建設するため、昭
和１１年に神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋
市で設立された一部事務組合（特別地方
公共団体）（地方自治体）

●阪神地域２４０万人市民の約８０％の水源

●計画目標年次を平成２３年、計画給水量
１，２８９，９００m3／日の第５期拡張事業を
実施中

阪神水道企業団の需要

利水者が現在有している計画の内容を示したものであり 河川管理者が利水者に成り代わり説明



《予測方法の概略》
・平成９年度に水需要予測実施

・拡張事業の進め方を検討するため、水需要の動向調査
を実施

・阪神淡路大震災による影響

・人口動態の変化

・生活様式の変化

・単回帰モデル から

家庭用水については原単位変化モデルへ

営業用水等については重回帰モデルへ変更

理由：水需要の変化要因を個別に検討・検証が可能
でありアンケート結果などによる変数の設定、
反映が可能

阪神水道企業団の需要

利水者が現在有している計画の内容を示したものであり 河川管理者が利水者に成り代わり説明









《①世帯当たりの使用水量》の根拠

・飲料・洗面、トイレ、風呂、シャワー、洗濯、その他（炊
事用水など）の６つの用途に再分類し、各用途ごとに
水量を積み上げる原単位法によって推計

・経済要因やライフスタイル、住宅の更新等を考慮し将
来値を設定

阪神水道企業団の需要

利水者が現在有している計画の内容を示したものであり 河川管理者が利水者に成り代わり説明
















